返納関係
様式第１８号の１０
第　　号
年　　月　　日
兵庫県市町村職員退職手当組合長　様
所属市町長又は懲戒免職等処分機関
所属市町名
職名
氏名　　　　　　　　　　印
禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限（返納）

に関する報告書
下記の者が兵庫県市町村職員の退職手当に関する条例施行規則第１９条の４第　号（第１９条の５第　号）の規定に該当しましたので報告します。
記
	組合市町コード
	企業コード
	組合員証番号
	職名
	氏　　名

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	

	職員の住所
	

	遺族叉は支払を受ける権利を承継した者の氏名
	
	職員との続柄
	

	上記の者の住所
	

	適 用 条 項
	一般職条例第１４条の４第１項第　号(第２項)

	
	一般職条例第１４条の５第１項第　　号(第１４条の６第１項)

	１　禁錮以上の刑に処せられた場合

	判決確定日
	年　　月　　日

	刑　　　罰
	

	２　再任用職員に対する免職処分を受けた場合

	処分年月日
	年　　月　　日

	処分内容
	

	３　懲戒免職等処分を受けるべき行為がある場合

	非違の内容
	


様式第１８号の１０（別紙）
	ア　所属市町長又は懲戒免職等処分機関が適当と考える退職手当の支給制限（返納）内容
	

	１
	全部
	

	２
	一部（　　割制限・　割返納）
	一部支給制限の場合には、規則第２条及び第３条に規定する書類を添付すること。

	一般職条例第１４条の２で規定する事情
	

	イ　占めていた職の職務及び責任
	

	
	

	ウ　勤務の状況
	

	
	

	エ　非違の内容及び程度
	

	
	

	オ　非違に至つた経緯
	

	
	

	カ　非違後におけるその者の言動
	

	
	

	キ　非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度
	

	
	

	ク　非違が公務に対する信頼に及ぼす影響
	

	
	

	ケ　退職者、遺族又は支払を受ける権利を承継した者の生計の状況(返納の場合に限る。)
	

	
	


（注意事項）
「所属市町長又は懲戒免職等処分機関が適当と考える退職手当の支
給制限（返納）内容」の欄には、「全部」叉は「一部｣を○で囲み、「一部｣の場合は、支給制限割合叉は返納割合を記入すること。なお、非違の発生を抑止するという制度目的に留意し、一般の退職手当等の全部を支給しないこととすることを原則とするものであるので、｢一部｣については、次の各事項を総合的に勘案し決定するため、各項目について具体的かつ詳細に記入のこと。
１　「占めていた職の職務及び責任｣の欄には、例えば、当該退職をした者が管理職以上の職員である又は当該退職をした者が占めていた職の職務に関連した非違である等を記入すること。
２　「勤務の状況」の欄には、例えば、過去にも類似の非違を行つたことを理由として懲戒処分を受けたことがある場合には、その理由及び処分等を記入すること。
３　禁錮以上の刑に処せられた場合叉は再任用職員に対する免職処分を受けた場合にこの報告書を提出するときは、｢非違の内容及び程度｣の欄には、次のいずれかに該当する場合に記入すること。
(1)　過失(重過失を除く。) により禁錮以上の刑に処せられ、執行猶予を付された場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合

(2)　停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳しい措置として免職処分とされた場合

(3)　免職処分の理由となつた非違が、正当な理由がない欠勤その他の行為により職場規律を乱したことのみである場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合

(4)　免職処分の理由となつた非違が過失(重過失を除く。) による場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合
４　｢非違に至つた経緯｣の欄には、例えば、当該非違が行われることとなつた背景や動機について特に参酌すべき情状がある場合には、その情状等を記入すること。
５　｢非違後におけるその者の言動｣の欄には、例えば、当該非違による被害や悪影響を最小限にするための行動をとつた場合叉は当該非違を隠蔽する行動をとつた場合には、その行動等を記入すること。
６　｢非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度｣の欄には、例えば、当該非違による被害や悪影響が結果として重大であつた場合には、その結果等を記入すること。
７　｢非違が公務に対する信頼に及ぼす影響｣の欄には、その影響等を記入すること。
８　｢退職者、遺族又は支払を受ける権利を承継した者の生計の状況(返納の場合に限る。)｣の欄には、退職手当の生活保障としての性格にかんがみ、処分を受けるべき者又はその者と生計を共にする者が現在及び将来どのような支出を要するか、どのような財産を有しているか、現在及び将来どのような収入があるか等についての申立てを受け、返納すべき額の全額を返納させることが困難であると認められる場合には、その状況を記入すること。

様式第１８号の１６

　　　　　　　 eq \o\ad(退職手当返納命令書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県市町村職員退職手当組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　組合長

　兵庫県市町村職員の一般職の職員の退職手当に関する条例第１４条の第１項第　号の規定に基づき、既に支給した退職手当のうち下記の金

額の返納を命ずる。

　なお、この処分についての審査請求は、行政不服審査法の規定により、この命令書を受けた日の翌日から起算して３か月以内に兵庫県市町村職員退職手当組合長に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の翌日から起算して６か月以内に兵庫県市町村職員退職手当組合を被告として（被告を代表する者は兵庫県市町村職員退職手当組合長）提起することができる（なお、この命令書を受けた日から６か月以内であつても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできない。）。ただし、この命令書を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる（なお、その決定の送達を受けた日から６か月以内であつても、決定の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできない。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　　　金　　　　　　　　　　　円

	算出根拠
	①　既に支給した一般の退職手当等の額
	円

	
	②　失業者退職手当額
	円

	
	③　返納基礎額（①－②）
	円

	
	④　③の内返納額（全額・一部（　割））
	円

	返納命令の理由
	


納付関係
様式第１８号の１１

第　　　号

年　　月　　日

兵庫県市町村職員退職手当組合長　様

所属市町長叉は懲戒免職等処分機関

所属市町名

職名

氏名　　　　　　　　　　印
退職手当の受給者の相続人からの納付に関する報告書

下記の者が兵庫県市町村職員の退職手当に関する条例施行規則第１９条の６の規定に該当しましたので報告します。
記

	組合市町コード
	企業コード
	組合員証番号
	職名
	氏　　名
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	

	職 員 の 住 所
	
	

	退職手当の受給者の氏名
	
	退職手当の受給者の死亡年月日
	年　月　日
	

	退職手当の受給者の相続人（包括受遺者）の氏名
	
	退職手当の受給者との続柄
	　
	

	上記の者の住所
	
	

	適　用　条　項
	一般職条例第１４条の７第　　項
	

	１　懲戒免職等処分を受けるべき行為がある場合
	

	非違の内容
	
	

	２　起訴された場合
	

	起訴年月日
	年　　月　　日
	

	起訴理由
	
	

	３　禁錮以上の刑に処せられた場合
	

	判決確定日
	年　　月　　日
	

	刑　　　罰
	
	

	４　再任用職員に対する免職処分を受けた場合
	

	処分年月日
	年　　月　　日
	

	処分内容
	
	


様式第１８号の１１（別紙）

	ア　所属市町長又は懲戒免職等処分機関が適当と考える退職手当相当額の納付内容
	

	１
	　全部
	

	２
	　一部（　　　　　割納付）
	

	一般職条例第１４条の２で規定する事情
	

	イ　占めていた職の職務及び責任
	

	
	

	ウ　勤務の状況
	

	
	

	エ　非違の内容及び程度
	

	
	

	オ　非違に至つた経緯
	

	
	

	カ　非違後におけるその者の言動
	

	
	

	キ　非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度
	

	
	

	ク　非違が公務に対する信頼に及ぼす影響
	

	
	

	一般職条例第１４条の７で規定する事情
	

	ケ　退職手当の受給者の相続財産の額
	

	
	

	コ　ケの額のうち、処分を受けるべき者が相続叉は遺贈により取得をした叉は取得をする見込みである財産の額
	

	
	

	サ　退職手当の受給者の相続人の生計の状況
	

	
	

	シ　一般の退職手当等に係る租税の額
	

	
	


（注意事項）

「所属市町長又は懲戒免職等処分機関が適当と考える退職手当相当額の納付内容」の欄には、「全部」叉は「一部｣を○で囲み、「一部｣の場合は、納付割合を記入すること。なお、非違の発生を抑止するという制度目的に留意し、一般の退職手当等の全部を支給しないこととすることを原則とするものであるので、｢一部｣については、次の各事項を総合的に勘案し決定するため、各項目について具体的かつ詳細に記入のこと。

１　「占めていた職の職務及び責任｣の欄には、例えば、当該退職をした者が管理職以上の職員である又は当該退職をした者が占めていた職の職務に関連した非違である等を記入すること。

２　「勤務の状況」の欄には、例えば、過去にも類似の非違を行つたことを理由として懲戒処分を受けたことがある場合には、その理由及び処分等を記入すること。

３　禁錮以上の刑に処せられた場合叉は再任用職員に対する免職処分を受けた場合にこの報告書を提出するときは、｢非違の内容及び程度｣の欄には、次のいずれかに該当する場合に記入すること。

(1)　過失(重過失を除く。) により禁錮以上の刑に処せられ、執行猶予を付された場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合

(2)　停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳しい措置として免職処分とされた場合

(3)　免職処分の理由となつた非違が、正当な理由がない欠勤その他の行為により職場規律を乱したことのみである場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合

(4)　免職処分の理由となつた非違が過失(重過失を除く。) による場合であつて、特に参酌すべき情状のある場合

４　｢非違に至つた経緯｣の欄には、例えば、当該非違が行われることとなつた背景や動機について特に参酌すべき情状がある場合には、その情状等を記入すること。

５　｢非違後におけるその者の言動｣の欄には、例えば、当該非違による被害や悪影響を最小限にするための行動をとつた場合叉は当該非違を隠蔽する行動をとつた場合には、その行動等を記入すること。

６　｢非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度｣の欄には、例えば、当該非違による被害や悪影響が結果として重大であつた場合には、その結果等を記入すること。

７　｢非違が公務に対する信頼に及ぼす影響｣の欄には、その影響等を記入すること。

８　｢退職手当の受給者の相続人の生計の状況｣の欄には、退職手当の生活保障としての性格にかんがみ、処分を受けるべき者又はその者と生計を共にする者が現在及び将来どのような支出を要するか、どのような財産を有しているか、現在及び将来どのような収入があるか等についての申立てを受け、納付すべき額の全額を納付させることが困難であると認められる場合には、その状況を記入すること。

９　相続人からの納付について（一般職条例第１４条の７で規定する事情）

(1)　一般の退職手当等の額には、源泉徴収された所得税額又はみなし相続財産とされて納入した若しくは納入すべき相続税額を含まないものとする。

(2)　｢退職手当の受給者の相続財産の額｣を勘案するに当たつては、当該相続財産の額が当該一般の退職手当等の額よりも小さいときは、当該相続人の納付額の合計額を当該相続財産の額の範囲内で定めることとする。

(3)　相続人が複数あるときは、原則として、相続人が実際に相続(包括遺贈を含む。) によって得た財産の価額に応じて按分して計算した額を勘案して各相続人の納付額を定める。ただし、納付命令の時点で遺産分割がなされていない場合には、当該相続人が相続放棄をした場合を除き、民法の規定による相続分により按分して計算した額を勘案して各相続人の納付額を定めることとする。

(4)　処分を受けるべき者が納付すべき額は、当該者が相続財産を取得したことにより納付した又は納付すべき相続税の額についての申立てを受け、当該税の額から、当該相続財産の額から当該一般の退職手当等の額を減じた額の相続であれば納付したであろう相続税の額を減じた額を控除して定めることとする。

様式第１８号の１２

第　　号

年　　月　　日

退職手当の受給者の相続人

住所

氏名　　　　　　　　　様

懲戒免職等処分機関

所属市町名

職名

氏名　　　　　　　　　印
懲戒免職等処分に関する通知書

下記の者について、兵庫県市町村職員の一般職の職員の退職手当に関する条例第１４条の７第１項に規定する一般の退職手当等の額の算定の基礎となる在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為が明らかになったので通知する。

記

１　退職手当の受給者

	組合市町コード
	企業コード
	組合員証番号
	職名
	氏　　名
	
	氏名

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	　

	職 員 の 住 所
	
	

	退職手当の受給者の氏名
	
	退職手当の受給者の死亡年月日
	年　月　日
	
	年月日

	退職手当の受給者の相続人（包括受遺者）の氏名
	
	退職手当の受給者との続柄
	
	
	　

	上記の者の住所
	
	

	懲戒免職等処分を受けるべき非違行為の内容
	
	


２　相続人（包括受遺者を含む。）の詳細

	氏　名
	
	退職手当の受給者との続柄
	
	

	住　所
	
	

	氏　名
	
	退職手当の受給者との続柄
	
	

	住　所
	
	

	氏　名
	
	退職手当の受給者との続柄
	
	

	住　所
	
	


様式第１８号の１７

　　　　　　　 eq \o\ad(退職手当相当額の納付命令書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県市町村職員退職手当組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　組合長

兵庫県市町村職員の一般職の職員の退職手当に関する条例第１４条の７第　項の規定に基づき、退職手当の受給者（　　　　　　　）の相続財産の額のうち下記の金額の納付を命ずる。

　なお、この処分についての審査請求は、行政不服審査法の規定により、この命令書を受けた日の翌日から起算して３か月以内に兵庫県市町村職員退職手当組合長に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の翌日から起算して６か月以内に兵庫県市町村職員退職手当組合を被告として（被告を代表する者は兵庫県市町村職員退職手当組合長）提起することができる（なお、この命令書を受けた日から６か月以内であつても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできない。）。ただし、この命令書を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる（なお、その決定の送達を受けた日から６か月以内であつても、決定の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできない。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　　　金　　　　　　　　　　　円

	算出根拠
	①　既に支給した一般の退職手当等の額
	円

	
	②　失業者退職手当額
	円

	
	③　納付基礎額（①－②）
	円

	
	④　③の内納付額（全額・一部（　割））
	円

	納付命令の理由
	


